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は じ め に 
 
 2006 年度における我が国の温室効果ガス総排出量は 13 億 4,000 万トン（二酸化炭素換

算）で、京都議定書の規定による基準年の総排出量と比べて 6.2%上回っている状況にあり

ます。我が国において排出される温室効果ガスの約９割は、エネルギーを起源とする二酸

化炭素（CO2）です。特に、民生部門や運輸部門では依然として CO2 排出量が 1990 年基

準量を大きく上回っている状況にあり、家庭部門が約 30％、業務その他部門が約 40％、

運輸部門が約 20％と著しく増加しています。 

 このため、民生部門や運輸部門を中心に、比較的短期間で普及が可能で、かつ確実に CO2

削減効果が得られるような対策（「中核的温暖化対策技術」）を抽出して重点的に普及を図

ることが必要であることから、2002 年度より、学識経験者、地方公共団体、産業界等の有

識者からなる「中核的温暖化対策技術検討会」において、中核的温暖化対策技術の絞り込

みとその普及シナリオの検討に取り組んでいます。 

2008 年度の検討会においては、これまでに選定された中核的温暖化対策技術を対象とし

て、普及進捗状況や技術開発・ビジネスモデル開発動向を整理し、京都議定書第一約束期

間における普及拡大に向けたシナリオの見直しや拡張を行ったところであり、本報告書は

その成果をとりまとめたものです。 

 本年度は京都議定書の第一約束期間の最初の１年間にあたり、今後は本年度の取組に加

えて来年度以降の４年間で目標達成に向けた大幅な CO2 削減が求められているところで

す。加えて、2008 年 7 月に開催された北海道洞爺湖サミットにおいては、2050 年までに

世界全体の温室効果ガス排出量を少なくとも 50％削減する長期目標や野心的な中間目標

の設定等に関する合意が得られたところであり、2013 年度以降も温暖化対策技術の更なる

普及拡大が必要とされています。 

本報告書で示すとおり、これまでに策定された中核的温暖化対策技術の普及シナリオに

基づいて様々な技術開発支援、事業化支援、モデル事業等が多面的に展開されているとこ

ろです。今後は、これまでの温暖化対策技術の実用化や導入促進のための取組を更に強化

して第一約束期間内の導入効果を最大限に高めるとともに、中長期的な CO2 削減効果の実

現に向けた取組が継続的に実施されることを期待するものです。 
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